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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇中新薬業、かぜ薬など２３製品３０７万個回収…国承認とは違う手順で製造 

＜読売新聞 2021年 11月 27日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20211126-OYT1T50272/ 

 国の承認と異なる方法で医薬品を製造したなどとして、医薬品製造「中新薬業」（富山県滑川市）は、かぜ薬「新

ビターコルド」など２３製品、約３０７万個の回収を始めた。 

 同社によると、回収する製品は国などが認めた承認書と異なる量の添加剤が入っていたり、違う手順で製造し

たりしていた。また、出荷後の安定性試験の結果にも承認基準に適合しない可能性があるものが確認された。 

 こうした不正は古いものだと２０～３０年前から行われていたという。今年８月の定期査察の際には発覚しな

かったが、１０月２２日に県の抜き打ち査察を受けて判明した。 

 同社の寺崎正之社長は取材に対し「（不正を）隠そうとしたと言われても仕方がない。承諾書通りに製造する

と錠剤が割れるなど製造に支障があり、手順を変更してしまった。申請をすべきだったがモラルが低かった」と

述べた。 

 ただ、健康被害を引き起こす可能性は低く、これまでに報告もないという。 

 県くすり政策課は「調査は実施しているが、詳細はコメントできない」としている。自主回収についての問い

合わせは同社（０７６・４７５・２１２２）。 

---------- 

◇姫路市の自動車整備工場で火災 消防が消火活動 

＜NHK 2021年 11月 26日＞ https://www3.nhk.or.jp/lnews/kobe/20211126/2020016195.html 

・「ドーンと爆発した」自動車整備工場で火事…車のそばにあった乾燥機近くから出火か 

＜MBSNEWS 2021年 11月 26日＞ https://www.mbs.jp/news/kansainews/20211126/GE00041246.shtml 

---------- 

◇炭鉱事故の死者５２人に 坑内に生存者なし―ロシア 

＜時事ドットコム 2021年 11月 26日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2021112600121&g=int 

西シベリアのケメロボ州にある炭鉱で２５日に起きた事故で、タス通信は救助関係者の話として、坑内に取り

残された作業員に生存者はおらず、死者は５２人に達したと報じた。死者の中には救助隊員６人も含まれるとい

う。 

 ロシア連邦捜査委員会は刑事事件として捜査を開始し、炭鉱の責任者ら３人を拘束した。事故当時、坑内には

２８５人がおり、２３９人が救助されたが４６人が取り残された。その後、取り残された作業員のうち、少なく

とも１１人が死亡したと報じられていた。 

 事故原因について、タス通信は坑内の深さ２５０メートルの地点で煙が充満し、作業員らが中毒に陥ったと報

道。石炭の粉じんに引火した可能性が指摘されていた。一方、検察当局はメタンガスの爆発が事故原因との見方

を示している。 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・消費者安全法の重大事故等に係る公表について 

＜消費者庁 2021年 11月 26日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/026760/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_211126_01.pdf 
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   生命・身体被害に関する消費者事故等として通知された事案：92 件  

             うち重大事故等として通知された事案：25 件 

---------- 

・消費者安全法の重大事故等以外の消費者事故等の事故情報データバンクの登録について 

＜消費者庁 2021年 11月 26日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/026759/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_211126_02.pdf 

  1.事故情報 (1)事故情報(下記(2)を除く):７件 

        (2)事故情報(食中毒情報)：13件 

2.リコール・自主回収情報 

      (1)リコール・自主回収情報(食品関係)：40件 

      (2)リコール・自主回収情報(食品関係以外)：７件 

---------- 

・消費生活用製品の重大製品事故:除雪機についての注意喚起、リコール製品で火災等(電気こんろ) 

＜消費者庁 2021年 11月 26日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/026763/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms202_211126_01.pdf 

特記事項: 

・除雪機についての注意喚起 

・富士工業株式会社が製造し、サンウエーブ工業株式会社(現 株式会社 LIXIL)が販売した電気こんろのリコー

ル(無償改修) 

１．ガス機器・石油機器に関する事故：１件 

（うち石油給湯機１件） 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故：１件 

（うち電気こんろ１件） 

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故：９件 

（うちスピーカー（充電式）１件、電気冷温風機（加湿機能付）１件、ノートパソコン２件、照明器具１件、

除湿乾燥機１件、除雪機（歩行型）１件、ベビーカー１件、浴槽１件） 

--------------------- 

◇事故、事件の続報 

・「説明責任を果たすべき」 文科相、背任事件めぐり日大幹部を指導 

＜朝日新聞 2021年 11月 26日＞ https://www.asahi.com/articles/ASPCV4RZLPCVUTIL00Y.html 

 日本大学板橋病院をめぐる背任事件について、末松信介文部科学相は 26日の記者会見で「（社会に対して）全

く十分な説明がなされていない」と日大の対応を批判した。また、日大理事らを 24日に同省に呼び、説明責任を

果たすよう口頭で指導したことを明らかにした。 

 今回の事件では、元理事らが背任罪で起訴されている。さらに、田中英寿理事長が多額の所得を税務申告して

いなかった疑いも浮上しているが、これまで日大は記者会見などで事件について説明していない。 

 末松文科相は「法人全体の問題として、徹底的な調査をスピード感をもって行うこと、適切な方法で速やかに

説明責任を果たすことを（大学側に）改めて強く主張した」と述べた。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・「建設アスベスト給付金法」の関係政令が閣議決定されました 

～認定審査会関係の規定や基金の設置関係の規定などを 12月１日から施行～  

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22412.html 

 政府は本日、「特定石綿被害建設業務労働者等認定審査会令」と「特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付

金等の支給に関する法律の一部の施行期日を定める政令」を、閣議決定しました。 

  これにより、今年の通常国会で成立した「建設アスベスト給付金法」（特定石綿被害建設業務労働者等に対す

る給付金等の支給に関する法律。以下「法」）のうち、認定審査会関係の規定や基金の設置関係の規定など一部の
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規定について、12月１日から施行します。 

  また、「特定石綿被害建設業務労働者等認定審査会令」において、法で規定されている事項のほかに、同審査

会の組織や運営に関する必要事項を定めました。 

  厚生労働省では、この政令の施行後、認定審査会の設置や基金の設立のために必要な手続きを進めていきます。

なお、給付金、追加給付金の請求開始時期や手続きなどについては、今後、別途定める予定です。 

●特定石綿被害建設業務労働者等認定審査会令 

  特定石綿被害建設業務労働者等認定審査会の組織及び委員等に関し、すでに法律で規定されている事項のほか

に必要な事項を定める（詳細は、「関連情報」を参照）。 

 【公布日・施行日】令和３年 12月１日 

  

●特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に関する法律の一部の施行期日を定める政令 

  以下の規定（法附則第１条ただし書の規定）について、施行期日を令和３年 12月１日と定める。 

  ・第３章（認定審査会） 

  ・第 18条（健安機構への事務の委託） 

  ・第 19条（基金の設置） 

  ・第 20条（機構への交付金）      等 

---------- 

・屋外の木造階段崩落死亡事故うけ再発防止の指針策定へ 国交省 

＜NHK 2021年 11月 27日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20211127/k10013363871000.html 

ことし 4月、東京 八王子市のアパートで屋外に設置された階段の一部が崩れ落ちて住人の女性が死亡した事故を

受け、国土交通省は屋外の木造階段の腐食を防止するための具体的な方法を示した指針を作ることになりました。 

ことし 4月、八王子市のアパートで階段の一部が崩れ落ちて 58歳の住人の女性が死亡した事故では、階段と踊り

場の接続部分に使われていた木材の腐食が原因とみられています。 

このアパートでは、法律に基づく腐食を防ぐための措置が適切に取られていなかったとみられるとして、国土交

通省は 26日の専門部会で再発防止策の案を示しました。 

具体的には屋外の木造階段について、木材が腐食しないよう、薬剤や防水シートなどで処理するなどとした指針

を新たに作るとしています。 

また所有者や管理者に報告が義務づけられた、階段の定期調査を行う場合、木材に腐食や損傷がないか、目視に

加え、実際に触れて確認することを調査方法に定めるなどとしていて、設計の段階から維持管理に至るまでのチ

ェック体制を強化しています。 

国土交通省は有識者などの意見を踏まえ、来年 1月ごろに新たに作成する指針を公表するとともに必要な省令な

どの改正を行いたいとしています。 

---------- 

・「０５０」電話利用の特殊詐欺急増、利用停止や契約者情報提供の規制対象に 

＜読売新聞 2021年 11月 26日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20211126-OYT1T50250/ 

「０５０」の番号で始まるＩＰ電話が特殊詐欺に悪用されるケースが増えていることから、警察庁は２６日、

０５０番号の詐欺への悪用が判明した場合に、電話番号を利用停止にするなどの規制を導入すると発表した。固

定電話については既に同様の措置を取っているが、０５０番号についてはこうした規制がなかった。 

 発表によると、０５０番号が特殊詐欺などに悪用された場合、警察から要請を受けた電話会社が、番号の利用

を停止するとともに、契約者情報を警察に提供する。契約者は多くの場合、電話番号を販売する「電話再販業者」

で、同じ再販業者の番号が繰り返し悪用された場合は、業者との契約を一定期間、取りやめる。 

 固定電話については２０１９年以降、大手電話会社が同様の対策を講じており、昨年１年間に３３７８件の番

号を利用停止とした。 

 警察庁によると、今年上半期に特殊詐欺に悪用された０５０番号は１７３６件で、昨年１年間の２０７７件に

迫る。同庁は、これまで固定電話を使っていた特殊詐欺グループが０５０番号に目をつけたとみて、対策を検討
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していた。 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・福島の研究拠点で新法人設立 数百人規模の参画目指す 

＜共同通信 2021年 11月 26日＞ https://nordot.app/836782663867285504?c=39546741839462401 

 政府は 26日、東日本大震災の復興推進会議を開き、福島県沿岸部に計画している「国際教育研究拠点」を運営

する法人の新設を決めた。福島復興再生特別措置法に位置付け、首相と関係 5閣僚が共同で所管。当面は復興予

算で運営し、国内外から数百人規模の研究者が参画する拠点を目指す。 

 研究拠点は東京電力福島第 1原発事故からの復興の目玉。ロボットやエネルギー、医薬品開発などの分野で技

術革新を目指すほか、新産業の創出や人材育成に取り組む。 

 文部科学、厚生労働、農林水産、経済産業、環境の 5大臣が首相とともに所管することで、多分野の横断的研

究をしやすくする。 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和３年 11月 27日版） 

＜厚生労働省 2021年 11月 27日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22445.html 

 

・地域ごとの感染状況等の公表について更新しました 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00016.html 

 

・新型コロナウイルス感染症（変異株）の患者等の発生について（空港検疫） 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22440.html 

・新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者の発生について（空港検疫） 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22439.html 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・WHO、南アの変異株を「懸念すべき」に 名称は「オミクロン株」 

＜毎日新聞 2021年 11月 27日＞ https://mainichi.jp/articles/20211127/k00/00m/030/020000c 

 世界保健機関（WHO）は 26日、南アフリカで確認された新型コロナウイルスの新たな変異株について、デルタ

株などと並ぶ「懸念すべき変異株」に分類すると発表した。他の変異株と比べても感染力が高い恐れなどがある

ためで、名称は「オミクロン株」とした。 

 懸念すべき変異株の指定は今回で 5件目で、これまでに英国の「アルファ株」、南アフリカの「ベータ株」、ブ

ラジルの「ガンマ株」などがあった。 

 

・中国に配慮してオミクロン株に？ WHOが2文字飛ばしの理由を説明 

＜朝日新聞 2021年11月28日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASPCX32ZVPCXUHBI002.html?iref=comtop_7_04 

新型 コロナウイルスの新たな変異株「オミクロン株」について、世界保健機関（WHO）は27日、命名の理由を明

らかにした。WHOはギリシャ文字で変異株に名前をつけ、直近で用いた文字は「ミュー（μ）」だったが、アルフ

ァベット順で続く「ニュー（ν）」「クサイ（ξ）」を飛ばして「オミクロン（ο）」を使ったのは、発音が似

た英単語との混同や人名を避けるためだと説明した。 

 WHOが26日、新しい変異株を「オミクロン株」と命名したと発表すると、ソーシャルメディアなどで2文字を飛

ばしたことが話題になった。 
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 「クサイ」は英語で「xi」と表記する。中国の習近平（シーチンピン）国家主席の「習」の字も英語で「xi」

と記されることから、WHOが中国に配慮し「クサイ」を飛ばしたのではないかといった見方が出ていた。 

 WHOは、「ニュー」（英語表記nu）は英単語の「new」と混同しやすいと説明。「xi」は姓として使われ、WHO

のガイドラインは新しい感染症に名前をつけるときに地名や人名を疾患名に含めてはならないとしているため、

「クサイ」を避けたとしている。 

 新型コロナの変異株は、確認された国や地域の名前を使って「英国株」「ブラジル株」などと呼ばれていたが、

WHOは差別や偏見を避けようと5月末以降、ギリシャ語のアルファベット（24文字）を1番目の「アルファ（α）」

から順に用い、「懸念される変異株」（VOC）や「注目すべき変異株」（VOI）などに指定した変異株の名前をつ

けている。 

 

・オミクロン、警戒度最高の「懸念される変異株」に 感染研が引き上げ 

＜朝日新聞 2021年 11月 28日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASPCX7GF9PCXULBJ009.html?iref=comtop_7_03 

 

・南アで新たなコロナ変異株、免疫反応回避などの特徴 

＜REUTERS 2021年 11月 26日＞ 

https://jp.reuters.com/article/health-coronavirus-safrica-idJPKBN2IA1OR 

・南アフリカでコロナ変異株、感染者が指数関数的に増加 香港でも検出 

＜朝日新聞 2021年 11月 26日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASPCV3DXZPCVUHBI00K.html?iref=comtop_7_01 

・南アフリカで新たな変異ウイルス 感染力高い恐れ、各国警戒 

＜共同通信 2021年 11月 26日＞ https://nordot.app/836916077673824256?c=39546741839462401 

・ドイツの新規感染者 7万人超、空軍が重症者を輸送 

＜共同通信 2021年 11月 27日＞ https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGR26DPV0W1A121C2000000/ 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・自治体・医療機関向けの情報一覧（事務連絡等）（新型コロナウイルス感染症）2021年を更新しました 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00214.html 

 

・病床・宿泊療養施設確保計画 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00057.html 

 

・新型コロナウイルス感染症の保健・医療提供体制確保計画について更新しました 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00056.html 

 

・新型コロナウイルスに関する受診・相談センター／診療・検査医療機関等の情報を更新しました 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/covid19-jyushinsoudancenter.html 

 

・「療養状況等及び入院患者受入病床数等に関する調査について」を更新しました 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00023.html 

 

・都道府県の医療提供体制等の状況（医療提供体制等の負荷・感染の状況）についてを更新しました。  
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＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_00035.html 

 

・第 58回新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード（令和 3年 11月 17日）の資料を掲載しました。 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=U6jfXDJD1CoBHX7BY 

 

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA) ページを更新しました 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/cocoa_00138.html 

 

・新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム(HER-SYS)：Health Center Real-time 

information-sharing System on COVID-19 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00129.html 

 

・「生活を支えるための支援のご案内」を更新しました。 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/kurashiyashigoto.html 

---------- 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・新型コロナワクチンの接種を行う医療機関へのお知らせ 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=wzhPzKLTRLqRjeNRY 

 

・３回目「６か月接種」、基準厳格化…集団感染時の施設利用者らに限定 

＜読売新聞 2021年 11月 26日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20211126-OYT1T50014/ 

 

・3回目接種「6カ月」に短縮は集団感染時 手遅れ懸念も コロナワクチンで厚労省が判断基準 

＜日経新聞 2021年 11月 26日＞ https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA2687X0W1A121C2000000/ 

 

・モデルナ製活用呼び掛け ワクチン相、3回目接種 

＜共同通信 2021年 11月 26日＞ https://nordot.app/836910626878226432?c=39546741839462401 

 

・ＥＵワクチン証明、有効期間９カ月 追加接種を促進―欧州委提案 

＜時事ドットコム 2021年 11月 26日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2021112600014&g=int 

 

・仏、ブースターが事実上必須に EUは 5～11歳に接種へ 

＜共同通信 2021年 11月 26日＞ https://nordot.app/836750195146555392?c=39546741839462401 

 

・接種証明 9カ月有効を提案 EU、ブースター推奨 

＜共同通信 2021年 11月 25日＞ https://nordot.app/836606594975694848?c=39546741839462401 

 

・過半数の小学生、ワクチン希望 「受けたくない」38％ 

＜共同通信 2021年 11月 27日＞ https://nordot.app/837226713466814464?c=39546741839462401 

 小学生の 55％が新型コロナウイルスワクチンの接種を希望―。こうした傾向が、国立成育医療研究センター（東

京）のアンケートで判明した。「受けたくない」との答えは 38％だった。 

 センターの担当者は「打たないといじめられるという消極的な理由や、同調圧力で接種しようとする例もある」

と指摘。効果や副反応を巡り「親子でニュースを見るなどし、話し合う機会をつくってほしい」と述べた。 

 「ワクチンを受けられるようになったらすぐに受けたいか」との問いに対し、小学生の 28％が「とても受けた
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い」、27％が「どちらかというと受けたい」と答えた。 

 

・米メルクのコロナ経口薬、当初発表より低い 

＜Reuters 2021年 11月 27日＞ 

https://jp.reuters.com/article/health-coronavirus-merck-co-idJPKBN2IB1M0 

［２６日 ロイター］ - 米製薬大手メルクが２６日発表した新型コロナウイルス経口治療薬「モルヌピラビル」

の更新データによると、入院や死亡を減少させる効果は以前の報告よりもかなり低いことがわかった。 

１４００人以上の患者を対象にした試験データでは、入院や死亡の減少は３０％だった。１０月には７７５人の

患者データをもとに、約５０％の効果があったと発表していた。 

 

・新型コロナの治療薬、今どうなってる？ 新しい飲み薬が年内にも国内で実用化へ 

＜共同通信 2021年 11月 28日＞ https://nordot.app/836477019133263872 

 

・ワクチンで世界を席巻した米国とワクチン開発競争に敗れた日本。その差はどこにあるのか？ 

＜日刊 SPA! 2021年 11月 27日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/dec66c32894d54340dd13398713197651fb62234 

---------- 

◇大学等関係 

・大学の後期授業 7割以上対面は８割超 コロナ禍で学生支援進む 

＜NHK 2021年11月28日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20211128/k10013365141000.html 

新型コロナの感染者数が減少する中、全国の大学では後期は授業の7割以上を対面で行うと答えたところが8割を

超えたことが国の調査でわかりました。 

一方、長引くコロナ禍の影響で中途退学や休学をした学生は増加しており、各大学で支援の取り組みが進められ

ています。 

文部科学省は、10月上旬に全国の大学や短期大学などを対象に、後期の授業の実施方針を尋ね合わせて1158校が

回答しました。 

対面授業の割合をみると、 

▽「全面的」が36％、 

▽「ほとんど対面」が29％、 

▽「7割程度」が18％、 

▽「半分程度」が14％などとなっていて、 

授業の7割以上を対面で行うと答えた大学は全体の83％に上りました。 

昨年度の後期授業の調査では45％だったのに比べ、40ポイント近く増えており、国は感染状況が落ち着いている

ことなどを受け、対面授業を再開する動きが広がっているとみています。 

一方で、新型コロナの影響を理由にことし4月から8月までに中途退学や休学をした学生の数は5119人に上り、前

の年度の同じ時期の1.6倍以上に増えています。 

各大学では、経済面や精神面での支援も進められていて、97％の大学で後期の授業料の納付を猶予する措置をと

るとしているほか、 

▽修学意欲を支える支援員を配置したり、 

▽SNSの相談窓口を開設したりする動きも出ています。 

文部科学省では「オンライン授業と併用を続ける大学のうち6割が学部や学年により対面授業の割合に差があると

回答しており、キャンパスに通う機会が極端に少なくならないよう、学生1人1人の立場に立って丁寧に対応して

もらいたい」としています。 

相談員増や部活動・サークル活動再開 100円弁当で支援  

長期化したコロナ禍が、いまも学生の精神面や経済面に影を落としているとして、大学では支援の取り組みが進
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められています。 

東京・府中市の東京外国語大学では、ことし春から授業の65％を対面形式に戻していますが、学内の相談窓口を

訪れる学生が増加し、予約待ちの状況が続いたため、2人の相談員を3人に増員する日を設けて対応しています。 

相談では、「コロナ禍で生活が困窮している」とか、「留学などの活動ができず将来への不安を感じる」という

内容のほか、「人と関わる機会が減り孤立感が増している」という声も多いということです。 

こうした状況を受けて大学では、学生同士の結びつきを強めてもらおうと、感染対策を講じた上で部活動やサー

クル活動の再開を進めていて、 

▽密にならないよう活動スペースを拡充したほか、 

▽団体には検温や消毒、換気の徹底、それに会食をしないことなどを義務づけています。 

現在は67％の団体が対面で活動を再開していて、このうち28人の学生が所属する競技ダンス部では、体温チェッ

クや窓を開けての換気など対策をした上で活動を楽しんでいました。 

2年生の男子学生は「私たちの学年はオンライン授業が多く、友達を作るのが大変だったので部活動が対面ででき

るのは非常に大きいです。勉強だけでなく楽しい大学生活がやっとできると感じています」と話していました。 

主将を務める3年生の男子学生は「部活は楽しいものですが、感染リスクも伴い1人でも感染者が出れば大会にも

影響するので部全体で気をつけています」と話していました。 

また、大学が行ったアンケートでは、「経済的不安を感じる」と答えた学生が54％に上っていて、大学では10月

から食堂で作った弁当を100円で販売しています。 

同窓会の寄付で朝食80食分、夕食120食分が週4日提供されていて、夕食の時間になると販売前から多くの学生が

列を作って買い求め、食堂で「黙食」をしながら仲間との時間を楽しむ姿も見られました。 

3年生の男子学生は「アルバイトしていた飲食店も時短になって客も来なくなり、収入が減ったのでありがたく思

います」と話していたほか、友人と弁当を食べていた3年生の男子学生は「話せなくても誰かと一緒に食べられる

のはありがたいです。同じ場所で共有する時間はオンラインの画面越しとは違います」と話していました。 

東京外国語大学の武田千香副学長は「留学ができなくなるなど学生生活の計画が狂い、人との関わりを長らく持

てなかったことで、漠然とした不安に包まれている印象です。大学は学問の場ですが、人とのつながりや経験の

中での学びや成長も大きい。それが1年半出来なかった影響は今も残っているので、関わりを回復できる場を作り、

悩みを抱える学生に寄り添って解決方法を一緒に探っていきたいです」と話していました。 

学生つなぐ動き 

学生同士のつながりで孤立を防ごうという動きは各地の大学で出ています。 

この秋から対面授業を増やした山梨県立大学では、ゲームなどのイベントを通じて、学年や学部を超えた学生同

士の交流の場を設けています。 

サークルの中には、入学から1年半にわたりオンライン授業が中心となった2年生のために、この時期に体験入部

を行う動きもあるということです。 

また明治大学では、サークル活動の際に学内の施設が使えなかったり、密を避けるために広い場所を借りたりす

るなど、新型コロナの影響が生じた際に、活動費用の一部を助成する取り組みを始めることにしています。 

 

・一斉休校で学力差拡大 6割 東京、埼玉の小学教員調査 

＜共同通信 2021年 11月 27日＞ https://nordot.app/837085276983492608?c=39546741839462401 

 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う昨春の一斉休校後、東京都と埼玉県の公立小教員の 6割超が「学力差が

拡大した」と感じていることが 27日、白梅学園大の増田修治教授（臨床教育学）の調査で分かった。「精神的に

不安定な子どもが増えた」との回答も 6割を超えた。 

 調査は今年 2～3月、東京都と埼玉県の計 4市教育委員会の協力を得て実施し、319人が回答した。 

 学校再開後の児童について「学力差が広がったと思うか」を尋ねたところ、「とてもそう思う」が 17.2％、「や

やそう思う」は 47.3％だった。 

---------- 

◇コロナ労災保険に特例 事業者の負担軽減―厚労省 

＜時事ドットコム 2021年 11月 26日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2021112600518&g=eco 
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 厚生労働省は２６日までに、新型コロナウイルス感染が労働災害と認定された場合に、労災保険料を支払う事

業主の負担を特例として軽減する方針を決めた。保険料は労災による給付額が多いと高くなる仕組みだが、従業

員のコロナ感染は除外する。同日午後に開かれる労働政策審議会（厚労相の諮問機関）労災保険部会に省令の改

正案を提示する。 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・36道県で「会食制限なし」に 政府の行動制限緩和方針受け 

＜毎日新聞 2021年 11月 27日＞ https://mainichi.jp/articles/20211127/k00/00m/010/127000c 

 

・コロナ新変異株の国内監視強化 感染研、2番目の警戒度 

＜共同通信 2021年 11月 27日＞ https://nordot.app/837116862802886656?c=39546741839462401 

 

・「オミクロン株」 欧州で感染確認 イスラエル全外国人入国制限 

＜NHK 2021年 11月 28日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20211128/k10013365051000.html 

・政府が南アなど水際対策強化 新たな変異株 

＜テレ朝 news 2021年 11月 27日＞ https://news.tv-asahi.co.jp/news_politics/articles/000236436.html 

・南アなど 6カ国に水際対策強化 コロナ新変異株、10日間待機 

＜共同通信 2021年 11月 26日＞ https://nordot.app/836917547290755072?c=39546741839462401 

・米国、新たな変異株めぐり入国制限へ 南アなど 8カ国、29日から 

＜朝日新聞 2021年 11月 27日＞ https://www.asahi.com/articles/ASPCW2GJFPCWUHBI005.html 

・米 NY州、コロナ非常事態宣言 不急の医療行為制限 

＜共同通信 2021年 11月 27日＞ https://nordot.app/837152345921863680 

********************************************************************************************* 

[3] 健康安全 

◇がんの早期発見のために受診勧奨を進めます 

〜2020年は新規にがんと診断された件数が減少〜 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=U6jfXDJD1CoBHXbBY 

資源エネルギー庁は、各種エネルギー関係統計等を基に、令和 2年度の総合エネルギー統計速報を作成し、エネ

ルギー需給実績として取りまとめました。 

1．エネルギー需給実績(速報)のポイント 

(1) 需要動向 

◦最終エネルギー消費は前年度比 6.6%減。うち石炭は同 14.9%減、都市ガスは同 8.3%減、石油は同 7.1%減、電力

は同 2.1%減であった。 

◦家庭部門は、新型コロナウイルス感染拡大による在宅時間増の影響などから前年度比増加。企業・事業所他部門

は、ほぼすべての製造業で生産量が減少した影響などから減少。 

 •最終消費を部門別に見ると、家庭が前年度比 4.8%増の一方、企業・事業所他が同 7.7%減（うち製造業は同

9.5%減）、運輸が人流抑制・生産活動落ち込みの影響などで同 10.3%減。 

•電力消費は、家庭は同 5.0%増、企業・事業所他は同 4.9%減（うち製造業は同 5.9%減）。 

(2) 供給動向 

◦一次エネルギー国内供給は、前年度比 6.1%減。化石燃料は 7年連続で減少。再生可能エネルギーは 8年連続で

増加が続く一方、原子力は 2年連続減少。 

 •化石燃料は最終エネルギー消費の減少等で、石炭は同 8.8%減、石油は同 7.9%減、天然ガス・都市ガスは同

0.2%減となった。この結果、化石燃料シェアは東日本大震災以降で最小となった（84.8%）。原子力は同 39.2%

減で 2年連続の減少。再生可能エネルギー（水力を除く）は、太陽光・風力発電がけん引し同 7.1%増 

◦発電電力量は前年度比 2.1%減（1兆 13億 kWh）。非化石電源の割合は 23.7%（前年度比 0.7%ポイント[%p]減少）。 

•発電電力量の構成は、再エネが 19.8%(同 1.7%p増)、原子力が 3.9%(同 2.4%p減)、火力(バイオマスを除く) 
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が 76.3%(同 0.7%p増)。 

◦エネルギー自給率(IEAベース)は、前年度比 0.8%p減の 11.2%。 

(3) CO2排出動向 

◦エネルギー起源 CO2排出量は、前年度比 6.0%減、2013年度比 21.7%減で 7年連続減少となる 9.7億トンとなり

10億トンを下回った。  

•CO2は東日本大震災後の原発稼働停止等の影響で 2013年度まで 4年連続で増加したが、その後の需要減、再

エネ普及や原発再稼働による電力低炭素化等により、減少傾向。 

•部門別では運輸が前年度比 10.2%減、企業・事業所他が同 6.9%減の一方で、家庭が同 4.9%増。 

◦電力の CO2原単位(使用端)は、前年度比 0.3%悪化し、0.48kg-CO2/kWh。 

(注) 本資料においてエネルギー量は、エネルギー単位(ジュール)を使用。原油換算 klに換算する場合は、本資

料に掲載されている PJ(ペタジュール：10の 15乗ジュール)の数字に 0.0258 を乗じると原油換算百万 klとなり

ます。(原油換算：原油 1リットル = 9,250kcal = 38.7MJ。1MJ = 0.0258リットル。) 

2．統計表のホームページ掲載 

資源エネルギー庁のホームページに「令和 2年度（2020年度）総合エネルギー統計速報」（Excel形式）を掲載し

ますので御参照ください。 

総合エネルギー統計   https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/ 

********************************************************************************************* 

[4] 温暖化対策関係 

◇最新鋭のＬＮＧ火力発電所建設、九電と西部ガスが１２月合意へ 

＜読売新聞 2021年 11月 27日＞ https://www.yomiuri.co.jp/economy/20211127-OYT1T50089/ 

 九州電力と西部ガスホールディングス（ＨＤ）が、北九州市若松区に火力発電所を共同で建設することで１２

月にも最終合意することがわかった。液化天然ガス（ＬＮＧ）を燃料とする最新鋭の火力発電で、事業費は数百

億円に上る見込みだ。出力は約６０万キロ・ワットとなり、２０２５年の運転開始を目指す。 

 両社は発電所を運営する共同出資会社を設立する。九電が８割、西部ガスＨＤが２割を出資する方向だ。 

 建設するのは、若松区の響灘地区にある西部ガスの「ひびきＬＮＧ基地」の隣接地で、早ければ２２年にも着

工する。ガスと蒸気でタービンを回す最新鋭機の「コンバインドサイクル（複合）発電」とする。発電効率が高

く、二酸化炭素（ＣＯ２）の排出量が少ないのが特徴だ。 

 九電と西部ガスは、電力と都市ガスの小売り自由化に伴い競合関係にあるが、九電にとっては脱炭素につなが

る新たな電源を確保できる。西部ガスはＬＮＧ基地の有効活用が図れると判断した。  

---------- 

◇「脱炭素」が生んだ原油高 消費国の放出に、産油国が「報復」懸念も 

＜朝日新聞 2021年 11月 26日＞ https://www.asahi.com/articles/ASPCT72XKPCTULFA01Z.html 

 米国が日本や中国、インドなどと協調して石油備蓄を放出する。消費国の異例の動きだが、背景には世界的な

「脱炭素」の流れに対する産油国の懸念がある。 

 気候変動対策への機運が世界的に高まるなか、二酸化炭素（CO2）を排出する石油やガスなどへの投資は抑制傾

向だ。国際エネルギー機関（IEA）によると、太陽光や風力発電など再生可能エネルギーへの投資は 2020年に約

3590億ドルで、前年より 7%増えた。一方で、原油やガスの開発・生産などへの投資は約 3260億ドルと前年より

3割減った。コロナ禍で需要が減ったことに加え、脱炭素の流れが増しているためだ。 

 コロナ禍がいったん落ち着き経済が回復するなか、米国や中国などでエネルギー需要が急増。太陽光や風力発

電などでまかないきれなかった需要はガスや石油に向かい、高騰した。 

 米国などの消費国は、中東諸国やロシアなどでつくる OPEC（石油輸出国機構）プラスに増産を求めた。だが、

コロナ禍の再拡大もあって OPECプラスは応じなかった。米国ではガソリン高によって国民の不満が高まり、需給

を緩ませる対抗手段として、備蓄を放出することにした。 

 OPECプラス側には増産し…  

********************************************************************************************* 

[5] エネルギー問題 
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◇令和 2年度(2020年度)エネルギー需給実績を取りまとめました(速報) 

＜経済産業省 2021年 11月 26日＞ https://www.meti.go.jp/press/2021/11/20211126002/20211126002.html 

資源エネルギー庁は、各種エネルギー関係統計等を基に、令和 2年度の総合エネルギー統計速報を作成し、エネ

ルギー需給実績として取りまとめました。 

1．エネルギー需給実績(速報)のポイント 

(1) 需要動向 

◦最終エネルギー消費は前年度比 6.6%減。うち石炭は同 14.9%減、都市ガスは同 8.3%減、石油は同 7.1%減、電力

は同 2.1%減であった。 

◦家庭部門は、新型コロナウイルス感染拡大による在宅時間増の影響などから前年度比増加。企業・事業所他部門

は、ほぼすべての製造業で生産量が減少した影響などから減少。 

 •最終消費を部門別に見ると、家庭が前年度比 4.8%増の一方、企業・事業所他が同 7.7%減（うち製造業は同

9.5%減）、運輸が人流抑制・生産活動落ち込みの影響などで同 10.3%減。 

•電力消費は、家庭は同 5.0%増、企業・事業所他は同 4.9%減（うち製造業は同 5.9%減）。 

(2) 供給動向 

◦一次エネルギー国内供給は、前年度比 6.1%減。化石燃料は 7年連続で減少。再生可能エネルギーは 8年連続で

増加が続く一方、原子力は 2年連続減少。 

 •化石燃料は最終エネルギー消費の減少等で、石炭は同 8.8%減、石油は同 7.9%減、天然ガス・都市ガスは同

0.2%減となった。この結果、化石燃料シェアは東日本大震災以降で最小となった（84.8%）。原子力は同 39.2%

減で 2年連続の減少。再生可能エネルギー（水力を除く）は、太陽光・風力発電がけん引し同 7.1%増 

◦発電電力量は前年度比 2.1%減（1兆 13億 kWh）。非化石電源の割合は 23.7%（前年度比 0.7%ポイント[%p]減少）。 

•発電電力量の構成は、再エネが 19.8%(同 1.7%p増)、原子力が 3.9%(同 2.4%p減)、火力(バイオマスを除く) 

が 76.3%(同 0.7%p増)。 

◦エネルギー自給率(IEAベース)は、前年度比 0.8%p減の 11.2%。 

(3) CO2排出動向 

◦エネルギー起源 CO2排出量は、前年度比 6.0%減、2013年度比 21.7%減で 7年連続減少となる 9.7億トンとなり

10億トンを下回った。  

•CO2は東日本大震災後の原発稼働停止等の影響で 2013年度まで 4年連続で増加したが、その後の需要減、再

エネ普及や原発再稼働による電力低炭素化等により、減少傾向。 

•部門別では運輸が前年度比 10.2%減、企業・事業所他が同 6.9%減の一方で、家庭が同 4.9%増。 

◦電力の CO2原単位(使用端)は、前年度比 0.3%悪化し、0.48kg-CO2/kWh。 

(注) 本資料においてエネルギー量は、エネルギー単位(ジュール)を使用。原油換算 klに換算する場合は、本資

料に掲載されている PJ(ペタジュール：10の 15乗ジュール)の数字に 0.0258 を乗じると原油換算百万 klとなり

ます。(原油換算：原油 1リットル = 9,250kcal = 38.7MJ。1MJ = 0.0258リットル。) 

2．統計表のホームページ掲載 

資源エネルギー庁のホームページに「令和 2年度（2020年度）総合エネルギー統計速報」（Excel形式）を掲載し

ますので御参照ください。 

総合エネルギー統計   https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/ 

********************************************************************************************* 

[6] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇化学物質管理業務が楽になる（！？）データ利活用のニーズ発掘 

＜経済産業省＞ https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/sonota/chemical_abeam.html 

                                    --- 末尾 [付録]  

********************************************************************************************* 

[7] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 
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・石綿に係る疾病の業務上外に関する検討会   12月 3日 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-roudou_128880.html 

1. 個別労災請求事案に係る医学的事項について 

2. その他 

・令和３年度第 13回「石綿に係る疾病の業務上外に関する検討会」を開催します   12月３日、非公開 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22243.html 

（１）個別労災請求事案に係る医学的事項について 

（２）その他 

・厚生科学審議会 (予防接種・ワクチン分科会 副反応検討部会)    11月 12日 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-kousei_284075.html 

（１）ＨＰＶワクチンについて 

（２）新型コロナワクチンの接種及び副反応疑い報告の状況等について 

（３）新型コロナワクチンの接種後の健康状況に係る調査について 

（４）その他 

・第 72回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和３年度第 22回薬事・食品衛生審議会

薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会（合同開催）議事録   11月 12日 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22253.html 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・石綿に係る疾病の業務上外に関する検討会（オンライン開催）（令和３年度第 12回）議事概要  11月 17日 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22248.html 

（１）個別労災請求事案に係る医学的事項について 

（２）その他 

・石綿に係る疾病の業務上外に関する検討会（令和３年度第 11回）議事概要   11月 10日 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22244.html 

（１）個別労災請求事案に係る医学的事項について 

（２）その他 

・第１回 医学生が臨床実習で行う医業の範囲に関する検討会 資料   11 月 26 日 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=U6jfXDJD1CoBHXzBY 

１．座長の指名について 

２．医学生が臨床実習で行う医業の範囲について 

********************************************************************************************* 

[8] 海外の化学物質管理情報   ＜NITE化学物質管理関連情報 第 563号 2021年 11月 25日 から＞ 

〇国際 

・Ongoing Peer ReviewsPeer review package of the Test Guideline 442C on Amino acid Derivative Reactivity 

Assay (ADRA) 

＜経済協力開発機構(OECD) 2021年 11月 19日＞ 

https://www.oecd.org/env/ehs/testing/peerreviewsongoing.htm 

OECDは、アミノ酸誘導体結合性試験 (ADRA) に関する In Chemico 皮膚感作性試験ガイドライン TG 442C の現

在進行中のピアレビューパッケージ (文書 No.1 ～ 文書 No.8) を公開した。 

・Webinar Series on Testing and Assessment Methodologies 

＜経済協力開発機構(OECD)＞ 

https://www.oecd.org/chemicalsafety/testing/webinars-on-testing-and-assessment-methodologies.htm 

OECDは、「ナノマテリアルへの暴露を評価する方法：既存のツール/モデルの評価結果」に関する Webセミナーを、

2021/12/02 14:00 (CET) に開催することを発表した。分析と評価の詳細については、ナノマテリアルに関する

Webサイトに掲載された No.98、99、100、および 101 の報告書を参照と案内している。 
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・Publications in the Series on the Safety of Manufactured Nanomaterials 

＜経済協力開発機構(OECD)＞ 

https://www.oecd.org/env/ehs/nanosafety/publications-series-safety-manufactured-nanomaterials.htm 

OECDは、工業ナノマテリアルの安全性に関する一連の報告書として、以下の 4文書を公開した。 

○No.98 - Evaluation of Tools and Models Used for Assessing Environmental Exposure to Manufactured 

Nanomaterials; Functional Assessment and Statistical Analysis of Nano-Specific Environmental Exposure 

Tools and Models 

○No.99 - Evaluation of Tools and Models for Assessing Occupational and Consumer Exposure to Manufactured 

Nanomaterials; Part I: Compilation of tools/models and analysis for further evaluation 

○No.100 - Evaluation of Tools and Models for Assessing Occupational and Consumer Exposure to Manufactured 

Nanomaterials; Part II: Performance testing results of tools/models for occupational exposure (Annex 

1) 

○No.101 - Evaluation of Tools and Models for Assessing Occupational and Consumer Exposure to Manufactured 

Nanomaterials; Part III: Performance testing results of tools/models for consumer exposure 

・国連環境計画、水俣条約締約国による水銀汚染防止における取り組みの強化を紹介  (発表日：2021/11/05) 

＜環境展望台：国立環境研究所＞ https://tenbou.nies.go.jp/news/fnews/detail.php?i=32766 

-------------------- 

〇欧州 

・UN/OECD seminar to address ammonium nitrate risk management in follow-up to 2020 Beirut port explosion 

＜国連欧州経済委員会(UNECE) 2021年 11月 19日＞ 

https://unece.org/media/transport/Dangerous-Goods/press/362095 

UNECEは様々な国連の組織及び OECDと共に、2020年 8月にベイルート港で発生した爆発事故のフォローアップと

して、硝酸アンモニウムのリスク管理に関するオンラインセミナーを 2021/12/14 12:00-14:00および

14:30-16:30 (CET)に開催すると発表した。 

セミナーの詳細  → https://unece.org/info/Environmental-Policy/Industrial-Accidents/events/358445 

・Commission Delegated Directive (EU) 2021/1980 of 11 August 2021 amending, for the purposes of adapting 

to scientific and technical progress, Annex IV to Directive 2011/65/EU of the European Parliament and 

of the Council as regards an exemption for the use of bis(2-ethylhexyl) phthalate (DEHP) in ion-selective 

electrodes for analysing human body fluids and/or dialysate fluids 

＜欧州委員会(EC) 2021年 11月 15日＞ 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32021L1980&qid=1636961053726 

欧州委員会 (DG Environment) は、科学技術の進歩に適合させる目的として、人の体液や浸透液を分析するため

のイオン選択性電極中のフタル酸ビス(2-エチルヘキシル) (DEHP) の使用免除に関して、欧州 RoHS 指令 

2011/65/EU の付属書 IV を改正する 2021/08/11付け欧州委員会委任指令 (EU) 2021/1980 を官報公示した。こ

の委任指令は、付属書 IV にエントリー45を追加するもので、官報公示の日に発効する。 

・Commission Delegated Directive (EU) 2021/1979 of 11 August 2021 amending, for the purposes of adapting 

to scientific and technical progress, Annex IV to Directive 2011/65/EU of the European Parliament and 

of the Council as regards an exemption for the use of bis(2-ethylhexyl) phthalate (DEHP) in plastic 

components in magnetic resonance imaging (MRI) detector coils 

＜欧州委員会(EC) 2021年 11月 15日＞ 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32021L1979&qid=1636961053726 

欧州委員会 (DG Environment) は、科学技術の進歩に適合させる目的として、磁気共鳴画像法 (MRI) 検出器コイ

ルのプラスチック部品中のフタル酸ビス(2-エチルヘキシル) (DEHP) の使用免除に関して、欧州 RoHS 指令 

2011/65/EU の付属書 IV を改正する 2021/08/11付け欧州委員会委任指令( EU) 2021/1979を官報公示した。こ

の委任指令は、付属書 IV にエントリー46を追加するもので、官報公示の日に発効する。 

・Commission Delegated Directive (EU) 2021/1978 of 11 August 2021 amending, for the purposes of adapting 
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to scientific and technical progress, Annex IV to Directive 2011/65/EU of the European Parliament and 

of the Council as regards an exemption for the use of bis(2-ethylhexyl) phthalate (DEHP), butyl benzyl 

phthalate (BBP), dibutyl phthalate (DBP) and diisobutyl phthalate (DIBP) in spare parts recovered from 

and used for the repair or refurbishment of medical devices 

＜欧州委員会(EC) 2021年 11月 15日＞ 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32021L1978&qid=1636961053726 

欧州委員会 (DG Environment) は、科学技術の進歩に適合させる目的として、 医療機器から回収され、医療機器

の修理または改修に使用されるスペアパーツ中のフタル酸ビス(2-エチルヘキシル) (DEHP)、フタル酸ブチルベン

ジル (BBP)、フタル酸ジブチル (DBP)、フタル酸ジイソブチル (DIBP) の使用免除に関して、欧州 RoHS 指令 

2011/65/EU の付属書 IV を改正する 2021/08/11付け欧州委員会委任指令( EU) 2021/1978を官報公示した。こ

の委任指令は、付属書 IV にエントリー47を追加するもので、官報公示の日に発効する。 

・Commission Implementing Decision (EU) 2021/1992 of 15 November 2021 on harmonised standards for toys 

drafted in support of Directive 2009/48/EC of the European Parliament and of the Council 

＜欧州委員会(EC) 2021年 11月 16日＞ 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32021D1992&qid=1637103811542 

欧州委員会 (DG GROW) は、欧州玩具安全指令 (EU) 2009/48 の関連文書として作成された玩具の調和基準に関す

る 2021/11/15付け欧州委員会執行決定 (EU) 2021/1992 を官報公示した。この執行決定は官報公示日より発効す

る。 

・Despite limited information on nanomaterials in waste, existing data is valuable for waste operators 

＜欧州化学品庁(ECHA) 2021年 11月 15日＞ 

https://www.echa.europa.eu/-/despite-limited-information-on-nano-waste-existing-data-is-valuable-for

-waste-operators 

ECHAは、「ナノマテリアルについての製品ライフサイクル、廃棄物リサイクル、および循環型経済に関する調査」

と題する報告書をリリースした。報告書では、EUにおけるナノマテリアルを含む廃棄物の流れの量に関するデー

タは限られているが、廃棄物に関する既存の公開データは、廃棄物管理者、科学者、規制機関、および消費者に

とって非常に価値があり、一般的なマスフローモデルを使用し、環境内の特定のナノマテリアルの分布の概要を

提供できると説明している。ECHAの報告書 → 

https://euon.echa.europa.eu/documents/2435000/3268576/nano_lifecycles_euon_en.pdf/107f2bd6-8967-5466

-8f48-5610d9120bbe?t=1636969415023 

・Applications for authorisation - current consultations 

＜欧州化学品庁(ECHA) 2021年 11月 17日＞ 

https://www.echa.europa.eu/applications-for-authorisation-consultation 

ECHAは、トリクロロエチレン、三酸化クロム、および２，２’－ジクロロ－４，４’－メチレンジアニリン (MOCA) 

に関する計 6件の REACH認可申請を公開し、2022/01/12までの意見募集を開始した。 

・ECHA Weekly - 17 November 2021 

＜欧州化学品庁(ECHA) 2021年 11月 17日＞

https://echa.europa.eu/view-article/-/journal_content/title/9109026-57 

ECHAは ECHA Weekly の 2021/11/17版を掲載した。 

-------------------- 

〇米国 

・Public Hearing on EPA's Proposal to Reduce Methane and Other Harmful Emissions from the Oil and Natural 

Gas Industry 

＜米国環境保護庁(US EPA)＞ 

https://www.epa.gov/controlling-air-pollution-oil-and-natural-gas-industry/public-hearing-epas-propo

sal-reduce-methane 

EPAは、石油および天然ガス産業からのメタンおよびその他の有害な排出物を削減する提案に関する仮想公聴会
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の開催する。公聴会は 2021/11/30、2021/12/01及び 2021/12/02 (いずれも 11:00 - 21:00 東部時間)に開催され

る。 

・Significant New Use Rules on Certain Chemical Substances (20-10.B) 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2021年 11月 15日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2021/11/15/2021-24789/significant-new-use-rules-on-certain

-chemical-substances-20-10b 

EPAは、製造前届出 (PMN) の対象となった特定の化学物質 (20-10.B) に、TSCAに基づく重要新規利用規則 

(SNUR) を発行する最終規則を官報公示した。この規則は 2022/01/14に発効する。 

・Agency Information Collection Activities; Proposed Revisions to an Existing Collection, Toxic Chemical 

Release Reporting; Comment Request 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2021年 11月 15日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2021/11/15/2021-24788/agency-information-collection-activi

ties-proposed-revisions-to-an-existing-collection-toxic-chemical 

EPAは、「有毒化学物質放出報告 (改訂)」と題し EPA ICR No. 2613.04 で識別される情報収集要求 (ICR) を、審

査と承認のため行政管理予算局に提出予定であることを官報公示した。これは 2024/03/31まで有効な既存の ICR

の改訂提案で、この ICR(改訂)への意見提出は 2022/01/14まで。 

・Standards of Performance for New, Reconstructed, and Modified Sources and Emissions Guidelines for 

Existing Sources: Oil and Natural Gas Sector Climate Review 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2021年 11月 15日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2021/11/15/2021-24202/standards-of-performance-for-new-rec

onstructed-and-modified-sources-and-emissions-guidelines-for 

EPAは、大気浄化法 (CAA) に基づき、石油および天然ガス分野からの温室効果ガス(GHG) および他の有害大気汚

染物質の排出を大幅に削減することを目的とした 3種の提案を官報公示し、意見募集を開始した。 

○石油および天然ガスソースカテゴリの GHGおよび揮発性有機化合物 (VOC) の新しいソースパフォーマンス基

準 (NSPS) を改訂することを提案 

○石油および天然ガスのソースカテゴリの既存の指定施設からの GHG を制限するためのパフォーマンス基準を

確立するための排出ガイドラインを提案 

○石油および天然ガス分野における 2021/6/30の議会審査法 (CRA) に基づき採択された議会の共同決議に端を

発するいくつかの関連措置意見提出は 2022/01/14まで。 

・EPA Advances Science to Protect the Public from PFOA and PFOS in Drinking Water 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2021年 11月 16日＞ 

https://www.epa.gov/newsreleases/epa-advances-science-protect-public-pfoa-and-pfos-drinking-water 

EPAは、飲料水中のペルフルオロオクタン酸 (PFOA) およびペルフルオロオクタンスルホン酸 (PFOS) から公衆

を保護するために科学を前進させているとし、特定のペルおよびポリフルオロアルキル物質 (PFAS) の健康への

影響に関する科学文書の草案をレビューするように科学諮問委員会に要請していると報じている。 

・TSCA Section 21 Petition for Rulemaking Under TSCA Section 6; Reasons for Agency Response; Denial of 

Requested Rulemaking 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2021年 11月 17日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2021/11/17/2021-25027/tsca-section-21-petition-for-rulemak

ing-under-tsca-section-6-reasons-for-agency-response-denial-of 

EPAは、2021/08/16に受け取った TSCA第 21条の請願を 2021/11/10付けで拒否することを官報公示した。この請

願は、EPAが化粧品に含まれる化学物質の混合物は健康と環境に不当なリスクをもたらすと認識し、化粧品中の

有害な化学物質を廃絶する TSCA第 6条に基づく規則策定を求めるもの。 

・Significant New Use Rules on Certain Chemical Substances (21-2.F) 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2021年 11月 17日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2021/11/17/2021-24785/significant-new-use-rules-on-certain
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-chemical-substances-21-2f 

EPAは、製造前届出 (PMN) の対象となった特定の化学物質 (21-2.F) に、TSCAに基づく重要新規利用規則 (SNUR) 

を発行する提案規則を官報公示し、2021/12/17までの意見募集を開始した。 

・アメリカ環境保護庁、石油・天然ガス産業に対するメタン排出規制を強化する規則を提案 (発表日：2021/11/02) 

＜EICネット：環境イノベーション情報機構 2021年 11月 17日＞ 

https://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=46386&oversea=1 

-------------------- 

〇オーストラリア 

・Chemicals added to the Inventory 5 years after issue of assessment certificate - 16 November 2021 

＜オーストラリア 2021年 11月 16日＞ 

https://www.industrialchemicals.gov.au/news-and-notices/chemicals-added-inventory-5-years-after-issu

e-assessment-certificate-16-november-2021 

オーストラリア工業化学品導入機構(AICIS)は、審査証明書の発行後 5年が経過し、工業化学品法 (IC Act 2019) 

第 82条に従いインベントリに追加された工業化学品(10物質)を公開した。 

・Chemical added to the Inventory following issue of assessment certificate - 16 November 2021 

＜オーストラリア 2021年 11月 16日＞

https://www.industrialchemicals.gov.au/news-and-notices/chemical-added-inventory-following-issue-ass

essment-certificate-16-november-2021 

オーストラリア工業化学品導入機構(AICIS)は、審査証明書の発行に続き、工業化学品法 (IC Act 2019) 第 83

条に従いインベントリに追加された工業化学品 (1物質) を公開した。

********************************************************************************************* 

[9] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・予防接種情報 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=u0A3tNqrPMLp9ZgpY 

---------- 

・ヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接種の今後の対応について 

＜厚生労働省 2021年 11月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E-ifHHIDlGpBXTeBY 

---------- 

・鹿児島県での高病原性鳥インフルエンザの発生（野鳥国内３例目）に伴う野鳥緊急調査の結果について 

＜環境省 2021年 11月 26日＞ http://www.env.go.jp/press/110260.html 

 

・群馬県における豚熱の確認（国内 74例目）及び「農林水産省豚熱・アフリカ豚熱防疫対策本部」の持ち回り

開催について 

＜農林水産省 2021年 11月 26日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/211126_4.html 

 

・英国からの家きん肉等の一時輸入停止措置の解除について 

＜農林水産省 2021年 11月 26日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/211126.html 

-------------------- 

◇新化学物質、化学物質新利用技術等 

・「ネオジム磁石」AIで約 1.5倍の強化に成功 物質・材料研究機構 

＜NHK 2021年 11月 27日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20211127/k10013363851000.html 

さまざまな電子機器に使われる「ネオジム磁石」と呼ばれる強い磁石を、人工知能＝AIを使って製造の条件を改

良し、さらに強い磁石を作り出すことに物質・材料研究機構が成功し、AIを使った材料開発の事例として注目さ

れています。 

「ネオジム磁石」は、小さくても強い磁力を持つことからスマートフォンや電気自動車、それにエアコンなどさ
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まざまな電子機器に使われている重要な部品です。 

物質・材料研究機構の佐々木泰祐主幹研究員などの研究グループは、製造の際のデータを AIに学習させ、強い磁

石にするために必要な要素を検討させました。 

その結果、製造装置から磁石を押し出す際の温度と圧力が磁石の性能に重要であることが分かり、製造条件を改

良しておよそ 1.5倍強いネオジム磁石ができたということです。 

AIを使って材料開発を行うことは「マテリアルズ・インフォマティクス」と呼ばれて近年、研究開発が加速して

いて、今回の成果もこうした事例の一つとして注目されています。 

佐々木主幹研究員は「思ってもみなかった要素が性能向上に大事だと分かり驚きだった。材料の開発のスピード

が全く違うと感じており、今後も活用していきたい」と話していました。 

-------------------- 

◇その他 

・脳も「筋肉」使う？ 神経細胞が相手を押して情報伝達 東大発見 

＜朝日新聞 2021年 11月 25日＞ https://www.asahi.com/articles/ASPCS730TPCRULBJ002.html 

 神経細胞は、神経伝達物質か電気で互いに情報をやりとりすることが知られる。だが、これとは別に、神経細

胞が力を生み出して情報伝達することを、東京大の河西春郎教授（神経科学）らのグループが発見した。情報伝

達の舞台は神経細胞の一部が接し合う「シナプス」で、接する片方が相手側を押し、押された側の働き方が変わ

る現象が起きることを突き止めた。 

 科学誌ネイチャーのオンライン版に25日発表した(https://www.nature.com/articles/s41586-021-04125-7別

ウインドウで開きます)。シナプス関連の研究は、神経科学の中で最も盛んな領域の一つだ。だが、そもそも「押

す」という現象すら知られていなかった。ネイチャー編集者のデイビッド・ロウランド氏は「全く新しいことを

知ること自体が純粋な驚きだ」とコメントしている。 

 神経細胞には、木の枝のように枝分かれした何本もの樹状突起がある。さらにこの 1本 1本の枝に新芽のよう

に突き出たいくつもの「スパイン」がある。 

 スパインは、周辺にある別の… 

---------- 

・「産官学金」で都市創造を 奈良先端大 

＜朝日新聞 2021年 11月 25日＞ https://www.asahi.com/articles/ASPCS7G0PPCSPOMB002.html 

国立大学法人・奈良先端科学技術大学院大学（奈良県生駒市）は 24日、4月に設けた「地域共創推進室」の本

格始動を記念したシンポジウムを奈良市の県コンベンションセンターで開いた。産官学に金融機関を加えた「産

官学金」による地域の課題解決をめざし、様々なプロジェクトを進めるという。 

 同推進室は、大学の研究者や民間企業の研究開発部門出身者、奈良先端大と包括連携協定を結んでいる南都銀

行の審議役らで構成される。プロジェクトの成果を地域社会に還元するシステムの構築などにも取り組む。 

 シンポの冒頭で、塩崎一裕学長は「産官学金の共創によって地域活性化に貢献したい」とあいさつ。共催した

南都銀の橋本隆史頭取も「連携しながらイノベーションを創出することが重要だ」と期待を込めた。 

 北海道大学知能ソフトウェア研究室の野田五十樹（いつき）教授による基調講演「地域と共創するスマートシ

ティの目指すところ」の後、奈良先端大の研究者らが最新の研究内容や進行状況について講演した。 

 このうち、ユビキタスコンピューティングシステム研究室の諏訪博彦・特任准教授は、奈良を題材にした観光

キュレーション（情報収集・整理）の実証実験を南都銀と共同で始めたことなどを報告した。ストレス微生物科

学研究室の高木博史教授は、発酵力の高い新酵母でのクラフトビールや清酒の商品化の共同研究を進めてきたと

いう。 

 センター内では、奈良先端大の各研究室の研究を紹介する 21のブースも設けられ、来場者が説明に聴き入って

いた。  

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇化学物質管理業務が楽になる（！？）データ利活用のニーズ発掘           上記 [6] 関係  

＜経済産業省＞ https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/sonota/chemical_abeam.html 
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アビームコンサルティング株式会社 

後援：経済産業省 

・検討テーマ 

「化学物質管理業務が楽になる（！？）データ利活用のニーズ発掘」 

化学物質に関する様々なデータの活用について意見交換を行います。参加者の皆様に、民間ならではの柔軟な活

用アイデアと、オープンデータ化する上での利用者目線のご要望を出していただきます。 

・事業の背景・目的 

化学物質管理の分野において、国で収集している情報や事業者の方々が保有している情報を活用することで、利

便性や化学物質管理の更なる向上が期待されると考えています。 

そのためには、本分野で取り扱われている情報や伝達手段等について精査するとともに、利便性や化学物質管理

の更なる向上に資する化学物質管理の新たな姿や情報の活用方法等の将来像について検討することも必要です。 

こうした目的のもと、経済産業省では「令和 3年度化学物質安全対策（化学物質に関連する情報を効果的・効率

的に活用するための調査）」の委託調査事業を実施しており、アビームコンサルティング株式会社に委託して本事

業を実施しています。 

•ブレーンストーミングの目的 

化学物質管理に関する情報を有効的に活用し、利便性や化学物質管理の更なる向上のため、化学物質管理の新た

な姿や情報の活用方法等の将来像について、参加いただく皆様のアイデアや意見を伺いたいと考えています。 

なお、事前に事務局で検討したところ、化学物質管理分野以外にも、化学素材や医療関係等の研究開発、資源循

環やヘルスケア分野でも、データ利活用の親和性があり得るのではないかとも考えております。 

しかし、参加いただく皆様には事務局の事前検討にとらわれることなく、活発な議論をお願いしたいと考えてい

ます。 

開催概要 

募集対象  

・１名様からお気軽にご参加いただけます。 

・複数名でのご参加をご希望の場合、１団体につき、２名～５名までとさせていただきます。 

※応募状況によっては、大変申し訳ございませんが先着順とさせていただく場合があります。 

参加条件  

下記条件のいずれかに当てはまる方を、参加者として募集いたします。 

・化学物質関連分野への興味・関心をもっていること 

 ・化学物質関連の業務・サービスに携わっていること 

 ・データ利活用やデータマネジメントに関する興味・関心をもっていること 

開催時期・場所 

Teamsを活用した Web開催とします。 

 下記日程のいずれかにご参加ください。 

・2021年 12月 10日（金）15:00-17:30 

・2022年  1月 14日（金）15:00-17:30 

※どちらかの希望日程をお選びください。（両日希望の場合はその旨をご連絡ください。） 

申請方法 

 申請方法：メールでの申請をお願いいたします。 

 申請期間：2021年 10月 25日（月）～12月 2日（木） 

申請先： 

送付先：JPABMETICHEMI21@abeam.com 

宛先：アビームコンサルティング株式会社 

 件名：【申請】化学物質管理業務に関するブレスト 

本文：下記の内容をメール本文に記載してください。 

[参加団体名・所属]（例）：○○株式会社××部、△△大学□□学部 
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[参加者氏名]（例） 経済 花子 

[参加希望日程] （例）12月 10日（金）15:00-17:30  

            両日希望 等  

※アビームコンサルティング株式会社が事務局を務めているため、メールの送付先としております。 

※複数名でのご参加の場合、[参加団体名・所属] [参加者氏名]は全員分を記載してください。 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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